
参考資料３　測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目一覧

事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

1 1

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

2 2

○ 申請自治体 登録希望団体 1 ○ ①ⅰ ○

3 3

○ 1 ○ ①ⅰ ○

4 申請年度 申請年度 4

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅳ ○

業者登録区分 登録種別

単独企業

経常JV

5 5

○ 組合 1 ○ ○

○ 2 ○ ○

一般財団法人

公益財団法人

公益社団法人

一般社団法人

特定非営利活動法人（NPO）

○ 3 ○ ○

株式会社

有限会社

合同会社

合名会社

合資会社

○ 個人 4 ○ ○

事業協同組合

協業組合

企業組合

○ その他 5 ○ ○

経常JV

適格組合

共同企業体

6 6

○ 1 ○ ①ⅰ ○

7 企業情報（本店） 7

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 所在地（都道府県）（登記上の住所） 住所（都道府県・市町村）（フリガナ含む） 2 ○ ①ⅰ ○

○ 所在地（市区町村）（登記上の住所） 3 ○ ①ⅰ ○

○ 所在地（町名、番地）（登記上の住所） 4 ○ ①ⅰ ○

○ 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

○ 7 ○ ①ⅰ ○

○ 8 ○ ①ⅰ ○

8 本社基本情報 基本情報 申請者情報 8

○ 電話番号 本社（店）電話番号 本社（店）電話番号 1 ○ ①ⅰ ○

○ FAX番号 本社（店）FAX番号 本社（店）FAX番号 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

9 9

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

10 10

○ 1 ○ ①ⅰ ○

取締役

取締役社長

代表取締役

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表社員

代表者 

代表理事

理事長

社長

副社長

無限責任社員

管財人

会長

○ 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

11 設立登記年月日等 11

○ 1 ○ ①ⅰ ○

12 申請担当者情報 事業者担当者情報 12

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

○ 4 ○ ①ⅰ ○

○ 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

取締役

取締役社長

取締役会長

代表取締役

代表取締役社長

代表取締役会長

代表取締役副社長

代表

氏名（フリガナ）

氏名

部署名

電話番号

FAX番号

担当者Emailアドレス

氏名（フリガナ）

設立年月日

設立年月日
※個人の場合は創業年月日を記入。

申請事務担当者

代表者氏名（フリガナ）

代表者氏名

電話番号

FAX番号

メールアドレス

組合長

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

新規/更新　※いずれか１を選択

新規

更新

申請先地方公共団体

申請先地方公共団体

申請日

申請日

申請対象有効期間等

申請対象有効期間（令和○年度～○年度）

ＷＴＯ等案件の該当有無

業者種別　※いずれか１を選択

組合

代表者役職　※いずれか１を選択。

個人

その他
（外国法人、人格のない社団、独立行政法人、一般社
団法人、一般財団法人等）

法人番号

法人番号

本社住所

郵便番号

代表者

役職

代表理事

住所（都道府県）（登記上の住所）

住所（市区町村）（登記上の住所）

住所（町名・番地等）（登記上の住所）

郵便番号（登記上の住所以外の住所）

住所（都道府県）（登記上の住所以外の住所）

理事長

法人番号

法人番号

郵便番号

住所（字以降）（フリガナ含む）

商号名称（フリガナ）

商号名称

電話番号

FAX番号

Emailアドレス

代表理事組合長

社長

副社長

代表社員

代表者 

代表者役職名

代表者氏名（フリガナ）

代表者氏名

担当者氏名（フリガナ）

申請担当者氏名

担当者所属部署

申請担当者電話番号

申請担当者FAX番号

担当者メールアドレス

フリガナ

県内業者

県外業者

申請担当者情報

申請担当者連絡先（電話番号）

※行政書士が代理申請する場合は行政書士の情
報を記入。

本社（店）所在地（フリガナ含む）

入力担当者部署

単独企業

法人/個人区分

個人（個人事業主）

法人（個人事業主以外）

基本情報

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)

申請日

申請日

申請対象有効期間等

申請対象有効期間（令和○年度～○年度）

ＷＴＯ等案件の該当有無

新規

更新

担当者メールアドレス
※行政書士が代理申請する場合は担当行政書士
のメールアドレスを記入。

公益法人
（公益社団法人又は公益財団法人）

申請先地方公共団体

申請先地方公共団体

本社住所

郵便番号 本社郵便番号

法人番号 法人番号 法人番号

法人番号 法人番号

業者種別　※いずれか１を選択

組合

公益法人
（公益社団法人又は公益財団法人）

その他の法人
（会社又は士業法人）

個人

その他
（外国法人、人格のない社団、独立行政法人、一般
社団法人、一般財団法人等）

その他の法人
（会社又は士業法人）

法人番号

法人番号

申請年月日

本社（店）メールアドレス

申請事務担当者氏名

令和５年度（令和６年度名簿のための申請）/
令和６年度（令和７年度名簿のための申請）

本社郵便番号 本社（店）郵便番号

法人番号

組織の区分

本社（店）所在地

県内町外

本社基本情報

新規/更新　※いずれか１を選択

山梨県市町村総合事務組合

申請年月日

申請年月日

新規/更新　※いずれか１を選択

新規

更新

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

登録希望団体

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

申請自治体

審査対象事業年度
※審査対象事業年度（決算年度）の（自）○○○○年○
月から（至）○○○○年○月を入力

申請先団体 申請自治体

申請先自治体

申請先自治体

審査対象事業年度

申請年度（令和４・５年度/令和６・７年度）

申請年度

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

住所（都道府県）（登記上の住所） 本社住所（フリガナ含む） 本社住所（フリガナ含む）

住所（市区町村）（登記上の住所）

住所（町名・番地等）（登記上の住所）

本社（店）所在地

郵便番号

所在地名
※｢所在地区分｣が市内なら区名、県内市外なら市町村
名、県外なら県名を記入。

法人番号

住所（市区町村）（登記上の住所以外の住所）

住所（町名・番地等）（登記上の住所以外の住所）

※個人の場合は事業所の所在地を「登記上の住
所」欄に記入。
※法人で登記上の住所と異なる住所を登録する必
要がある場合は、「登記上の住所以外の住所」欄に
記入。

本社電話番号等

電話番号

郵便番号（登記上の住所以外の住所）

住所（都道府県）（登記上の住所以外の住所） 所在地（都道府県）

所在地（市区町村）

※個人の場合は事業所の所在地を「登記上の住所」欄
に記入。
※法人で登記上の住所と異なる住所を登録する必要が
ある場合は、「登記上の住所以外の住所」欄に記入。

本社電話番号等

電話番号

※「登記上の所在地又は住民票上の住所」は主たる営
業所の所在地と異なる場合のみ入力。

所在地（町名、番地）

住所（市区町村）（登記上の住所以外の住所）

メールアドレス

商号又は名称

メールアドレス　※契約担当部署のアドレスを記載

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

商号または名称（フリガナ）

商号または名称

本社（店）メールアドレス

申請者情報

代表者役職

代表者氏名（カナ）

代表者氏名

申請事務担当者氏名（カナ）

商号又は名称（フリガナ）

メールアドレス

本社基本情報

FAX番号

メールアドレス

商号又は名称

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

URL

FAX番号

商号又は名称（フリガナ）

商号又は名称

本社電話番号

本社FAX番号

メールアドレス　※契約担当部署のアドレスを記載

申請事務担当者

氏名（フリガナ）

氏名

担当者氏名（フリガナ）

担当者氏名

担当者電話番号

代表者

役職 役職 役職　※該当がない場合、「代表者」を選択

部署名
※営業所等の職員が申請事務を担当している場合は、
営業所等の名称及び部署名を記入。

氏名（フリガナ） 代表者氏名（フリガナ） 代表者氏名（フリガナ）

商号又は名称基本情報

本社（店）商号または名称（カナ）

本社（店）商号または名称

フリガナ

商号又は名称

代表者肩書き

担当者氏名（フリガナ）

粕屋町

申請年月日

申請年月日

申請年度

本社（店）郵便番号

商号又は名称

商号又は名称（カナ）

商号又は名称

代表者役職

地域区分

町外

個人

町内

業者登録区分

法人/個人区分

法人

担当者氏名（カナ）

本店所在地

代表者

申請事務担当

株式会社

有限会社

合同会社

合名会社

合資会社

個人

本社（店）電話番号

本店所在地

郵便番号

代表者

代表者氏名（カナ）

代表者氏名

法人区分

組合

財団法人

社団法人

社会福祉法人

特定非営利活動法人

電話番号

名古屋市

申請年度

法人番号

法人番号

企業情報（本店）

郵便番号

企業情報（本店）

所在地

方書（ビル名等）

申請年度

所在地区分

市内

県内市外

県外

事業者形態

法人（一般）

単独業者

本社基本情報 企業情報（本店）

商号又は名称

代表者役職名

商号又は名称

基本情報

本社（店）郵便番号

個人

建設業許可番号

県内・県外区分

本社（店）FAX 番号

本社（店）メールアドレス

FAX番号

メールアドレス Email

法人名または行政書士事務所名

所在地（都道府県）

所在地（市区町村）

FAX

所在地（町名、番地）

電話番号 電話番号

FAX番号

担当者メールアドレス

担当者電話番号 TEL

設立年月日
※個人の場合は記載不要

設立年月日
※個人の場合は記載不要

申請担当者氏名

所属
部署名
※営業所等の職員が申請事務を担当している場合
は、営業所等の名称及び部署名を記入。

氏名 代表者氏名 代表者氏名

設立年月日

代表者名

担当者氏名（フリガナ）

本申請に関するお問い合わせ先
 (審査終了メール送付先、不備等があった場合のご連絡先)

代表者氏名

申請担当者情報

区分（申請担当者/行政書士等）

代表者名（フリガナ）

入力担当者氏名

設立年月日
※個人の場合は創業年月日を記入。

会長

氏名

氏名（フリガナ）

氏名

①ⅰ

本社電話番号

本社FAX番号

代表者役職名

住所（町名・番地等）（登記上の住所以外の住所）

無限責任社員

管財人

担当者氏名

代表者氏名

設立登記年月日
※個人の場合は創業年月日を記入。

氏名

担当者FAX番号

担当者メールアドレス

担当者氏名

担当者電話番号（内線含む）

申請担当者情報

フリガナ

メールアドレス

参考資料３

1



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

13

1 ○ ①ⅱ ○

2 ○ ①ⅱ ○

3 ○ ①ⅱ ○

13 担当行政書士情報 行政書士情報 14

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

○ 3 ○ ①ⅰ ○

○ 4 ○ ①ⅰ ○

○ 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

○ 7 ○ ①ⅰ ○

○ 8 ○ ①ⅰ ○

○ 9 ○ ①ⅰ ○

FAX番号 FAX番号

○ 10 ○ ①ⅰ ○

14 15

1

ゴム製品 ○ 1 ゴム製品 ○ ②ⅰ ○

その他 ○ 2 その他 ○ ②ⅰ ○

2

卸売 ○ 1 卸売 ○ ②ⅰ ○

小売 ○ 2 小売 ○ ②ⅰ ○

3

ソフトウェア業又は情報処理サービス業 ○ 1 ソフトウェア業又は情報処理サービス業 ○ ②ⅰ ○

旅館業 ○ 2 旅館業 ○ ②ⅰ ○

サービス業 ○ 3 サービス業 ○ ②ⅰ ○

その他 ○

立木竹 ○

その他 ○

4

建設業 ○ 1 建設業 ○ ②ⅰ ○

運輸業 ○ 2 運輸業 ○ ②ⅰ ○

その他 ○ 3 その他 ○ ②ⅰ ○

15 営業所一覧　※必要書類として提出 営業所一覧　※必要書類として提出 営業所情報 営業所情報 入札・契約等の権限を委任する営業所等情報 16

○ 1 ○ ①ⅰ ○

○ 2 ○ ①ⅰ ○

3

（委任事項） （委任事項） （委任事項）

入札参加資格審査申請に係る一切の権限

共同企業体の結成に係る一切の権限

見積り及び入札に関する一切の権限 入札、見積に関する一切の権限 入札及び見積に関すること。

入札保証金及び契約保証金の納付並びに還付
請求及び受領に関する一切の権限

各種保証金の納付ならびに請求受領に関する
一切の権限

契約金、契約保証金、前払金の請求及び受領
に関すること。

契約の締結（変更契約を含む）及び解除に関す
る一切の権限

契約の締結に関する一切の権限 契約締結に関すること。

物品の納入及び取引等に関する一切の権限

代金の請求及び受領に関する一切の権限
契約金額、前払金の請求受領に関する一切の
権限

契約金、契約保証金、前払金の請求及び受領
に関すること。　※再掲

復代理人の選任及び解任に関する一切の権限 復代理人の選任に関する一切の権限 復代理人選任に関すること。

その他契約履行に関する一切の権限 その他契約の履行に係る一切の権限 その他契約処理に関すること。

○ 4 ○ ①ⅰ ○

○ 所在地 所在地 5 ○ ①ⅰ ○

○ 6 ○ ①ⅰ ○

○ 7 ○ ①ⅰ ○

○ 8 ○ ①ⅰ ○

○ 9 ○ ①ⅰ ○

○ 10 ○ ①ⅰ ○

○ 11 ○ ①ⅰ ○

○ 12 ○ ①ⅰ ○

○ 13 ○ ①ⅰ ○

○ 14 ○ ①ⅰ ○

担当者氏名（フリガナ）

担当者氏名

○ 15 ○ ②ⅰ ○

1 うち営業所技術職員数 ○ ②ⅰ ○

○ 営業所設立年月日 16 ○ ②ⅰ ○

登録番号

登録年月日

登録番号

登録年月日

16 17

○ 1 ○ ①ⅰ ○

17 申請業種選択 18

○

○

○

○

申請先自治体ごとの委任先営業所

物品の販売

役務の提供等

営業所の代表者役職
※委任をしている場合は受任者役職を記入。

営業所の代表者氏名（フリガナ）
※委任をしている場合は受任者氏名（フリガナ）を記
入。

氏名

郵便番号

電話番号

メールアドレス

氏名

電話番号

Emailアドレス

見積り及び入札に関する一切の権限

入札保証金及び契約保証金の納付並びに還付請
求及び受領に関する一切の権限

商号又は名称
※行政書士法人からの代理申請の場合に記入。

氏名（フリガナ）

氏名

行政書士番号

郵便番号

住所（都道府県）

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

電話番号

その他

復代理人の選任及び解任に関する一切の権限

その他契約履行に関する一切の権限

住所（都道府県）

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

電話番号

FAX番号

営業所の代表者氏名
※委任をしている場合は受任者氏名を記入。

営業所の担当部署

営業所の常勤職員の人数

営業年数

部署名（行政書士事務所名）

氏名（フリガナ）

氏名

営業所の名称（フリガナ）

営業所の名称

入札・契約等の権限を営業所等に委任することの確認
※委任する/委任しない　から選択

担当者Emailアドレス

保証金又は還付請求並びに受領に関する事項

所在地

連絡先情報 (認定時メール送付先、電子契約にて使用する
メールアドレス、本市との入札契約に関するお問い合わせ
先)

TEL

代理申請者（行政書士）氏名（フリガナ）

支店等の代表者の役職名

支店等の代表者名のフリガナ

支店等の代表者名

支店等の商号または名称のフリガナ

代理申請者（行政書士）連絡先（電話番号）

支店等のメールアドレス

入札参加営業所
※申請先自治体ごとに入札に参加する営業を選択。本
社が参加する場合は選択不要。

代理申請者（行政書士）所属
商号又は名称
※行政書士法人からの代理申請の場合に記入。

代理申請人（行政書士）

主たる事業の種類　※いずれか１を選択

物品の製造

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

郵便番号

住所（都道府県）

氏名

行政書士番号

代理申請者（行政書士）氏名

代理申請者（行政書士）住所 所在地

申請担当者情報（行政書士等含む。）
※事業者担当者情報と同一の場合は入力不要

メールアドレス

代理申請人（行政書士）

製造業、建設業、運輸業及びその他の業種

申請代理人所在地

申請代理人電話番号

申請代理人メールアドレス

申請代理人氏名

電話番号

メールアドレス

卸売業

小売業

物品の販売

○

（委任事項）

営業所情報・受任者情報　※営業所ごとに記入

営業所の名称（フリガナ）

営業所の名称 営業所名称 営業所名称 営業所名

営業所の名称（フリガナ）

支店等の商号または名称

本店等からの委任の有無
※必ず「有」を選択。

営業所情報・受任者情報　※営業所ごとに記入

代金の請求及び受領に関する一切の権限

契約の締結（変更契約を含む）及び解除に関する
一切の権限

入札及び見積りに関する事項

役務の提供等

物品の買受

その他

営業所所在地

営業所電話番号

営業所FAX番号

商号又は名称

契約の締結及び履行に関する事項

営業所名（フリガナ）

営業所名

営業所一覧

その他上記項目に付随する一切の事項

（委任事項）（委任事項）

契約代金の請求及び受領に関する事項

郵便番号

住所（都道府県・市区町村）（フリガナ含む）

住所（字以降）（フリガナ含む）

営業所電話番号

受任者役職

受任者氏名（フリガナ）

受任者氏名

担当部署名

営業所技術職員数

住所（市区町村）

住所（町名・番地等）

住所（都道府県）
支店等の所在地または住所
※建設業許可申請の際に記載している営業所所在
地を記入。

支店等の電話番号

支店等のファクシミリ番号 営業所FAX番号

電話番号

FAX番号

営業所メールアドレス

電話番号 電話番号 電話番号

FAX番号 FAX番号 FAX番号

営業所従業員数　※申請日時点の常勤の人数を入力。

フリガナ

代理人氏名

申請事業所電話番号

申請事業所FAX番号

申請事業所メールアドレス

申請事業所代表者役職

申請事業所代表者氏名

メールアドレス

営業所の代表者役職
※委任をしている場合は受任者役職を記入。

メールアドレス

申請先地方公共団体ごとの登録先

申請先地方公共団体ごとの登録先
※申請先地方公共団体ごとに本社又は入札・契約
等に関する権限を委任する営業所のいずれか１つ
を記入。

営業所代表者氏名

無（市内に営業所等が無い または 個人事業主の場合
に選択。名古屋市に納税義務がある場合のみ、納税証
明書の提出が必要です。）

申請先自治体ごとの委任先営業所

受任者役職名

営業所の担当部署

業種内容

希望順位（１位から10位）

希望する営業品目

営業年数

取扱いメーカー
※営業品目（小分類）ごとに記入。

希望する営業品目（小分類）
※申請先地方公共団体ごとに選択可能。

希望する営業品目（大分類）
※申請先地方公共団体ごとに選択可能。

競争参加資格希望業種区分 競争参加資格希望業種区分 申請を希望する業種

希望順位
※県のみの申請の場合は不要。

登録を希望する業種

営業品目の希望順位
※地方公共団体が必要に応じて営業品目（大分類）
ごとに５位まで記入。
※申請先地方公共団体ごとに記入可能。

申請業種
業種名
※希望順に選択。

営業所の常勤職員の人数

営業所の代表者氏名（フリガナ）
※委任をしている場合は受任者氏名（フリガナ）を記
入。

営業所の代表者氏名
※委任をしている場合は受任者氏名を記入。

申請事業所郵便番号

申請事業所所在地

郵便番号支店等の郵便番号 営業所郵便番号

登録を希望する部門
※希望の有無を選択。

うち技術職従業員数
※技術者、技術職員、技能者等の技術職従業員の
人数を入力。

※資格付与を希望する業種は、下記で売上実績を記入。

メールアドレス

役職

営業所代表者氏名（フリガナ）

※上記「申請者担当情報」に入力。

契約の履行に関すること。

支払期のきた利札の請求及び領収について

委任先（契約先）情報
※契約にあたって権限を委任する場合に記入

支店名

代理人

復代理人の選任に関する事項

見積り及び入札について

保証金又は保証物の納付並びに還付請求及び領
収について

契約に関すること

 支払金の請求及び領収について

担当者所属

電話番号（指名連絡用）

FAX

Email

業種　※主な業種を１つ選択

ゴム製品製造業

受任者情報
※契約にあたって権限を委任する場合に記入

納税証明書に関する確認
※委任の有無にかかわらず、名古屋市内の営業所等設置
状況について選択

有（市内に本店や営業所等がある場合。納税証明書の
提出が必要です。）

ソフトウェア業又は情報処理サービス業

製造業、建設業、運輸業及びその他の業種

営業所の測量登録の有無

営業所の建築士事務所登録の有無

営業所の不動産鑑定登録の有無

方書（ビル名等）

入札及び見積に関すること。

契約の締結に関すること。

受任者氏名

主たる事業の種類　※いずれか１を選択

委任事項（チェック）
※チェックのない営業所の登録は不可。

郵便番号

所在地

郵便番号 郵便番号

営業所に対する入札・契約等に関する権限の委任
の有無

○

旅館業

サービス業（ソフトウェア業又は情報処理サービス業を
除く）

物品の製造

代金の請求及び受領に関すること。

復代理人の選任に関すること

郵便番号

所在地（都道府県）

所在地（市区町村）

電話番号

氏名（フリガナ）

メールアドレス

申請代理人氏名

申請代理人郵便番号

申請代理人住所

申請を希望する部局　※希望業種ごとに選択 申請を希望する部局　※希望業種ごとに選択

営業所代表者役職名

営業所代表者氏名

○ ①ⅰ

営業所の名称

営業所に対する入札・契約等に関する権限の委任の有
無

申請事業所名（カナ）

申請事業所名

入札・契約事務連絡先

電話番号

FAX番号

メールアドレス

（委任事項）

入札及び見積りに関する一切の権限

契約の締結及び契約の履行に関する一切の権限

代金の請求及び受領に関する一切の権限

復代理人選定に関する一切の権限

行政書士情報

申請代理人郵便番号

入札契約担当者

担当者氏名

申請代理人電話番号

申請代理人氏名

申請代理人郵便番号

申請代理人住所

申請代理人電話番号

メールアドレス（指名連絡用）

FAX番号

申請事務担当　※行政書士の場合に記入

所属事務所

所在地（全角）

登録を希望する業種
※実績高の詳細から選択。

申請先地方公共団体ごとの登録先

申請先地方公共団体ごとの登録先
※申請先地方公共団体ごとに本社又は入札・契約等に
関する権限を委任する営業所のいずれか１つを記入。

申請業種

申請事業所代表者氏名（カナ）

役職

郵便番号郵便番号

希望する業種

※希望する業種の共通化については、別途検討。

2



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

登録等を受けている事業 登録等を受けている事業 登録事業情報 登録等を受けている事業（登録番号・登録年月日） 登録を受けている事業 登録等を受けている事業（登録番号・登録年月日） 19

1

登録番号 登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

建築コンサルタント 2

建築コンサルタント/登録状況（チェック） ○ ②ⅱ ○

建築コンサルタント（建築設備）/登録状況（チェック） ○ ②ⅱ ○

登録番号 登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

3

登録番号 登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

4

登録番号 登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

5

登録番号 登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

6

登録番号 登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

7

登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

8

登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

9

登録番号 登録番号 1 登録番号 ○ ②ⅱ ○

登録年月日 登録年月日 2 登録年月日 ○ ②ⅱ ○

18 20

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

直前々年度決算 直前々年度決算 直前々年度決算 前前年度の事業年度 ２期前決算時 1

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

○
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

開始年月～終了年月 1
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

○ ②ⅰ ○

売上（収入）金額 ○ 売上（収入）金額 売上（収入）金額
前年度実績/計
※一期前の損益計算書記載の売上高と一致。

実績高/合計　※下記の業種別の合計 2 売上（収入）金額 ○ ②ⅰ ○

営業品目（大分類）ごとの売上（収入）金額 ○ 参加希望業種区分ごとの売上（収入）金額 参加希望業種区分ごとの売上（収入）金額
前年度実績/申請業種ごと
※一期前の決算における測量にかかる売上高
を記入。

実績高/業種別（地質調査・土木関係コンサルタ
ント業務・建築関係コンサルタント業務・保障関
係コンサルタント業務・その他）

3 希望業種ごとの売上（収入）金額 ○ ②ⅰ ○

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

計量証明 計量証明事業者

番号

登録年月日

当該業務の年間平均実績高

司法書士 司法書士 司法書士

番号

登録年月日

当該業務の年間平均実績高

土地家屋調査士 土地家屋調査士 土地家屋調査士

番号

登録年月日

当該業務の年間平均実績高

地質調査事業

不動産鑑定 不動産鑑定 不動産鑑定業者 不動産鑑定業者

番号

登録年月日

当該業務の年間平均実績高

補償コンサルタント 補償コンサルタント 補償コンサルタント 補償コンサルタント

番号

登録年月日

当該業務の年間平均実績高

登録（許可）番号 番号

登録年月日

都市計画及び地方計画/登録状況（チェック）

地質/登録状況（チェック）

登録（許可）番号

登録年月日

当該業務の年間平均実績高

造園/登録状況（チェック）

土質及び基礎/登録状況（チェック）

鋼構造及びコンクリート/登録状況（チェック）

下水道/登録状況（チェック）

農業土木/登録状況（チェック）

森林土木/登録状況（チェック）

廃棄物/登録状況（チェック）

港湾及び空港/登録状況（チェック）

建築士事務所 建築士事務所

電力土木/登録状況（チェック）

道路/登録状況（チェック）

番号

登録年月日

登録（許可）番号
※「建築設計」、「土木設計」、「測量」、「地質調査」、「船舶」
に申請する場合、申請業種に該当する登録（許可）番号を入
力。

登録等を受けている事業

測量 測量 測量 測量 測量 測量業者登録 測量業者 測量

測量/登録状況（チェック）

土地家屋調査士

地質調査 地質調査 地質調査事業者登録

実績高の詳細と希望業種選択

建設コンサルタント

地質調査事業

当該業務の年間平均実績高

建設コンサルタント 建設コンサルタント建設コンサルタント

測量等実績高

水屋土木/登録状況（チェック）

上下水道及び工業用水道/登録状況（チェック）

建設コンサルタント

当該業務の年間平均実績高

登録（許可）番号

実績高整理表

河川、砂防及び海岸・海洋/登録状況（チェック）

司法書士

測量等実績高 測量等実績高

不動産鑑定 不動産鑑定

土地家屋調査士

都区市町村発注元請完成高

前審査対象事業年度の申請業種ごとの年間完成高・年
間元請完成高

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

希望職種ごとの請負代金の額

共同運営申請営業所完成高

都区市町村発注完成高

年間完成高・年間元請完成高

総完成高

鉄道/登録状況（チェック）

売上実績情報　※千円未満切り捨て

前々審査対象事業年度の申請業種ごとの年間完成高・
年間元請完成高
※3年平均の場合のみ記入

製造・販売実績等

建設コンサルタント

計量証明事業者 計量証明事業者

司法書士

登録を希望する業種の直前第2年の売上高

地質調査 地質調査

補償コンサルタント 補償コンサルタント

建築士事務所 建築士事務所

建設コンサルタント

当該業務の年間平均実績高

建築士事務所登録 建築士事務所

建設コンサルタント

番号

登録（許可）番号 番号

元請総完成高

共同運営申請営業所元請完成高

直前々年度決算

建築士事務所

計量証明事業者

売上実績等

登録（許可）番号

総完成高

共同運営申請営業所完成高

都区市町村発注完成高

元請総完成高

共同運営申請営業所元請完成高

都区市町村発注元請完成高

3



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

直前年度決算 直前年度決算 直前年度決算 直前の事業年度（基準日の属する年度の前年度） 直前決算時 2

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

○
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

開始年月～終了年月 1
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

○ ②ⅰ ○

売上（収入）金額 ○ 売上（収入）金額 売上（収入）金額
審査対象事業年度実績/計
※審査基準日の損益計算書記載の売上高と一
致。

実績高/合計　※下記の業種別の合計 2 売上（収入）金額 ○ ②ⅰ ○

営業品目（大分類）ごとの売上（収入）金額 ○ 参加希望業種区分ごとの売上（収入）金額 参加希望業種区分ごとの売上（収入）金額
審査対象事業年度実績/申請業種ごと
※審査基準日の決算における測量にかかる売
上高を記入。

実績高/業種別（地質調査・土木関係コンサルタ
ント業務・建築関係コンサルタント業務・保障関
係コンサルタント業務・その他）

3 希望業種ごとの売上（収入）金額 ○ ②ⅰ ○

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

件数

完成高

前２か年間の平均実績高 前２か年間の平均実績高 前２か年間の平均実績高 2年平均実績高（上記から自動計算） 3 前２か年間の平均実績高

前２か年間の平均実績高 ○ 前２か年間の平均実績高 前２か年間の平均実績高
2年平均実績高/計
※審査基準日の損益計算書記載の売上高と一
致。

実績高/合計
※下記の業種別の合計

1 前２か年間の平均実績高 ○ ②ⅰ ○

営業品目（大分類）ごとの前２か年間の平均実
績高

○
参加希望業種区分ごとの前２か年間の平均実
績高

参加希望業種区分ごとの前２か年間の平均実
績高

2年平均実績高/申請業種ごと
実績高/業種別（地質調査・土木関係コンサルタ
ント業務・建築関係コンサルタント業務・保障関
係コンサルタント業務・その他）

2 希望業種ごとの前２か年間の平均実績高 ○ ②ⅰ ○

件数

工事高

件数

工事高

都区市町村発注年間平均完成高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

件数

工事高

技術職員数

技術職員数

技術職員数

技術職員数

技術職員数

技術職員数

技術職員数

都区市町村発注元請完成高

元請総完成高

共同運営申請営業所元請完成高

審査対象事業年度申請業種ごとの年間完成高・年間元
請完成高

登録を希望する業種の２年度分平均実績高
※登録を規模する業種ごとに２年度分平均実績高を記
入。

その他

実績高及び技術職員数
※上記「登録を希望する業種の２年度分平均実績高」から転
記

2年度分平均実績高　

測量

建築関係建設コンサルタント業務

2年度分平均実績高

2年度分平均実績高

2年度分平均実績高

2年度分平均実績高

土木関係建設コンサルタント業務

2年度分平均実績高

地質調査業務

2年度分平均実績高

補償関係建設コンサルタント業務

鑑定・登記

決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月まで）

希望職種ごとの請負代金の額

都区市町村発注年間平均元請完成高

直前2年の年間平均実績高（千円未満切り捨て）

直前2年の年間平均実績高（千円未満切り捨て）

業務全体の過去２か年平均実績高

登録を希望する業種の直前第1年の売上高

年間平均元請総完成高

共同運営申請営業所年間平均元請完成高

直前年度決算

年間平均総完成高

共同運営申請営業所年間平均完成高

総完成高

共同運営申請営業所完成高

都区市町村発注完成高

申請業種ごとの年間平均完成高・年間平均元請完成高

直前２ヶ年間の年間平均実績高　※自動計算

4



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

19 21

1 ○ ②ⅱ ○

株主資本※１ 株主資本※１

株主資本のうち外国資本 株主資本のうち外国資本

株主資本のうち払込資本※２ 株主資本のうち資本金※２

○ 2 ○ ②ⅰ ○

3 ○ ②ⅱ ○

4 ○ ②ⅱ ○

○ 5 ○ ②ⅰ ○

○ 6 ○ ②ⅰ ○

○ 7 ○ ②ⅰ ○

20 22

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

営業利益

審査対象事業年度

前審査対象事業年度

減価償却実施額

審査対象事業年度

前審査対象事業年度

21 23

1

出来事（創業、法人設立、合併等） ○
出来事（創業、休業期間又は転（廃）業の期間、
原組織への変更、法人設立、合併等）

出来事（創業、休業期間又は転（廃）業の期間、
原組織への変更、法人設立、合併等）

1 出来事（創業、法人設立、合併等） ○ ②ⅰ ○

和暦（年月） ○ 和暦（年月） 和暦（年月） 2 和暦（年月） ○ ②ⅰ ○

明治より前（チェック） ○

詳細 ○

○ ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

22 職員数 24

1 ○ ②ⅱ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

○ 4 ○ ②ⅰ ○

○ 5 ○ ②ⅰ ○

○ 6 ○ ②ⅰ ○

23

○

○

○

○

証明年月日 証明年月日 証明年月日

証明番号 証明番号 証明番号

設立年月日から審査基準日までの営業又は事業年
数を入力。

営業年数等/営業又は事業年数

建設業又は委託業務に従事する技術職員及び兼業職
員の数のうち60歳以上の職員数

流動比率

営業経歴

沿革

営業年数（満○年）営業年数等/営業又は事業年数

新株予約権（直前決算時）

経営状況（直前決算時）

流動資産

流動負債

資本金（直前決算時）※２

純資産（直前決算時）※４

うち障害者の人数

資本金（登記上）※５

自己資本金・合計※６

※１　払込済資本金に新株式申込証拠金、資本剰余
金、利益剰余金、自己株式申込証拠金を加え自己株式
を減じた額を記入。有限会社である場合、出資払込金、
出資申込証拠金の額を記入。個人の場合で青色申告
決算書の貸借対照表がある場合は【(元入金＋事業主
借＋青色申告特別控除前の所得金額)－事業主貸の
金額】で算出した金額を記入。
※２　法人の場合、貸借対照表の【資本金】を記入。個
人の場合で青色申告決算書の貸借対照表がある場合
は、【元入金】を記入。白色申告の場合は、０を記入。
※３　その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損益、
土地再評価差額金があった場合には、その合計の額を
記入。
※４　法人の場合、貸借対照表の【純資産の部の合計】
を記入。個人の場合で青色申告決算書の貸借対照表
がある場合は、【（事業主借＋元入金＋青色申告特別
控除前の所得金額）-事業主貸の金額】を記入。白色申
告の場合は、０を記入。
※５　法人の場合、登記事項証明書の【資本金の額】を
記入。個人の場合、「資本金（直前決算時）」と同額を記
入。
※６　法人の場合、【純資産の部の合計＋決算後の純
資産の増減額】を記入。個人の場合、「純資産（直前決
算時）」と同額を記入。

総職員数

評価・換算差額等（直前決算時）※３

自己資本額

年月日

創業年月日

入札参加資格審査申請日の直前の10月1日時点の建設
コンサルタント等業務の営業年数を入力。

休業または転（廃）業の期間

営業情報

現組織への変更日

従業員数　※常勤職員の総数

うち事務職

貸借対照表　流動負債

入札参加希望業種に係る事業の開始日（入札参加
希望業種が複数ある場合は、最も早いもの。）から
審査基準日までの期間とし、当該事業で中断した期
間を控除した期間（１年未満の端数切り捨て）を記
入。

決算日（審査基準日）時点の営業年数

損益計算書　経常利益

資本金額　※個人事業主は記入不要。

貸借対照表　流動資産

経営情報

貸借対照表/自己資本額/直前決算時※１

貸借対照表/資本金/直前決算時※２

※１　法人の場合、審査基準日の直前事業年度の
貸借対照表から「純資産の合計」を千円単位で記
入。
個人の場合、審査基準日の直前事業年度の貸借対
照表の「事業主借勘定」、「元入金」と「青色申告特
別控除前の所得金額」の合計額から、「事業主貸勘
定」を差し引いた額を千円単位で記入。
※２　株式会社、有限会社の場合、審査基準日の直
前事業年度における現在事項全部証明書の資本金
を千円単位で記入。合資会社、財団・社団法人の場
合、貸借対照表の資本金額を記入。
個人の場合、審査基準日の直前事業年度の貸借対
照表から「元入金」を千円単位で記入。

経営事項

常勤職員等の人数

常勤職員の人数

うち技術職員の人数

うち事務職員の人数

うちその他の職員の人数

総職員数

損益計算書　総売上高

自己資本金・合計※４

※１　法人の場合、貸借対照表の【資本金】を記入。
個人の場合で青色申告決算書の貸借対照表がある
場合は、【元入金】を記入。白色申告の場合は、０を
記入。
※２　法人の場合、貸借対照表の【純資産の部の合
計】を記入。個人の場合で青色申告決算書の貸借
対照表がある場合は、【（事業主借＋元入金＋青色
申告特別控除前の所得金額）-事業主貸の金額】を
記入。白色申告の場合は、０を記入。
※３　法人の場合、登記事項証明書の【資本金の
額】を記入。個人の場合、「資本金（直前決算時）」と
同額を記入。
※４　法人の場合、【純資産の部の合計＋決算後の
純資産の増減額】を記入。個人の場合、「純資産（直
前決算時）」と同額を記入。

※１　払込済資本金に新株式申込証拠金、資本剰
余金、利益剰余金、自己株式申込証拠金を加え自
己株式を減じた額（百円単位は四捨五入）を記載。
有限会社である場合、出資払込金、出資申込証拠
金の額を記載。個人の場合で青色申告決算書の貸
借対照表がある場合は【(事業主借＋元入金＋青色
申告特別控除前の所得金額)－事業主】で算出した
金額を記入。
※２　払込済資本金の額を内数で記載する。払込済
資本金の金額は、有限会社の場合は 出資払込の
額、組合の場合は組合の基本財産と組合員の払込
済資本 金、個人の場合は期首資本金の額を入力。
※３　その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損
益、土地再評価差額金があった場合には、その合
計の額を記載。

流動負債

流動資産

純資産（直前決算時）※２

資本金（登記上）※３

自己資本額 自己資本額 自己資本額

資本金（直前決算時）※１

計（＝純資産）計（＝純資産）

※１　払込済資本金に新株式申込証拠金、資本剰
余金、利益剰余金、自己株式申込証拠金を加え自
己株式を減じた額（百円単位は四捨五入）を記載。
有限会社である場合、出資払込金、出資申込証拠
金の額を記載。個人の場合で青色申告決算書の貸
借対照表がある場合は【(事業主借＋元入金＋青色
申告特別控除前の所得金額)－事業主】で算出した
金額を記入。
※２　払込済資本金の額を内数で記載する。払込済
資本金の金額は、有限会社の場合は 出資払込の
額、組合の場合は組合の基本財産と組合員の払込
済資本金、個人の場合は期首資本金の額を入力。
※３　その他有価証券評価差額金、繰延ヘッジ損
益、土地再評価差額金があった場合には、その合
計の額を記載。

流動資産

流動負債

株式引受権

自己資本額

新株予約権

設備の額（直前決算時）

機械装置類

運搬具類

工具その他

合計

常勤職員等の人数

常勤職員の人数

うち技術職員の人数

うち事務職員の人数

うちその他の職員の人数

営業年数の求め方（以下から選択）
・登記がある場合は、法人設立年月日から申請日ま
での満年数
・個人から法人成りした場合は、個人の創業年月日
から申請日までの満年数
・登記がない場合は、創業年月日から申請までの満
年数
・その他（合併・分社・事業譲渡等の場合。沿革に要
記入）
※休業等で中断した期間がある場合には、これを除
いた期間

営業年数の求め方
登録を希望する業種に係る事業の開始日（複数の
業種を希望する場合は最も早い開始日）から審査基
準日（1年未満切り捨て）までの期間を記入。ただし
当該事業を中断した期間がある場合、これをを排除
した期間を記載。

営業年数の求め方
競争参加資格希望業種に係る事業の開始日（２業
種以上のときは最も早い開始日）から審査基準日
（提出された財務諸表等の決算日）までの期間か
ら、当該事業で中断した期間を排除した期間を記
載。
※組織変更、家業相続等が行われ、かつ現企業と
前企業が同一性を保持していると認められる場合
は、前企業の創業時をとることができる。その場合
は、前企業の創業時を証明できる書類の写しを添
付。証明ができない場合は、設立年月日に記載の
年月日を記載。
※吸収合併の場合には、存続会社の営業年数と
し、新設合併の場合は消滅会社の営業年数の算術
平均により得た値によるものとする。

営業年数（満○年）

営業経歴

沿革 沿革 沿革

営業経歴

営業年数（満○年）

営業経歴

営業年数（満○年）

常勤職員等の人数

常勤職員の人数

うち障害者の人数

うち役員職員等

うちその他の職員の人数

うち役員職員等

官公需適格組合証明 官公需適格組合証明

番号

官公需的確組合ではない。

官公需適格組合である。（証明番号等の入力必須）

官公需適格組合の確認

官公需適格組合証明

株式引受権

うち事務職員の人数

自己資本

資本金

総職員数

事務職員
※建設業又は委託業務に従事する技術職員及び兼業
職員の数を、総職員数から差し引いた残りの職員数

資本金等

新株予約権（剰余（欠損）金処分、決算後の増減額）※３

※法人は登記上の資本金を記入。
個人は期首資本金（資本金）を記入。

経営事項

※１　個人事業主の場合は、【「元入金」＋「青色申告特
別控除前の所得金額」＋「事業主借」-「事業主貸」】で計
算した額を入力。

非営利団体、財団法人、社団法人、特定非営利活動
法人等は、「正味財産合計額」を入力。
※２　個人事業主、非営利団体、財団法人、社団法人、
特定非営利活動法人等は、入力不要。
※３　該当する株式会社のみ入力。

払込資本金

流動資産計

流動負債計

うち障害者数

営業年数

職員数等

営業年数

職員数

経営事項自己資本額

うち技術職員の人数

うち事務職員の人数

うちその他の職員数

評価・換算差額等※３
評価・換算差額等（直前決算時、剰余（欠損）金処分、決
算後の増減額）※２

評価・換算差額等※３

流動比率

新株予約権

経営状況（直前決算時） 経営状況（直前決算時）

うち技術職員の人数

自己資本額

株主資本（直前決算時）※１

総職員数

官公需適格組合証明

建設業又は委託業務に従事する技術職員及び兼業職
員の数のうち身体障害者の職員数

株主資本（自己資本額）（直前決算時）※１

営業年数

株主資本（直前決算時） 株主資本（直前決算時）

登録を希望する業種に係る事業の開始日（複数の業種
を希望する場合は最も早い開始日）から審査基準日（1
年未満切り捨て）までの期間を記入。ただし当該事業を
中断した期間がある場合、これをを排除した期間を記
載。

常勤職員等の人数

総職員数

常勤職員の人数

財務書類の直近の決算日までの営業年数を入力。

平均利益額

利払前税引前償却前利益（２年平均）

合計（決算後の増減額を反映したもの）

流動比率

計

5



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

24

直前々年度決算の売上（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

直前々年度決算の営業品目（大分類）ごとの売
上（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

直前年度決算の売上（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

直前年度決算の営業品目（大分類）ごとの売上
（収入）金額
※組合員ごと・合計

○

前２か年間の平均実績高
※合計

○

営業品目（大分類）ごとの前２か年間の平均実
績高

○

資本金（直前決算時）
※組合の場合は出資金
※組合員ごと・合計

○

純資産（直前決算時）
※組合員ごと・合計

○

資本金（登記上）
※組合の場合は出資金
※組合員ごと・合計

○

自己資本金・合計
※組合員ごと・合計

○

流動資産
※組合員ごと・合計

○

流動負債
※組合員ごと・合計

○

流動比率
※合計

○

組合と構成組合員の平均年数（小数点以下切
り捨て）
※組合員ごとの年数・合計の平均

○

常勤職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うち技術職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うち事務職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うちその他の職員の人数
※組合員ごと・合計

○

うち障害者の人数
※組合員ごと・合計

○

機械装置類
※組合員ごと・合計

○

運搬具類
※組合員ごと・合計

○

工具その他
※組合員ごと・合計

○

組合と構成組合員の合計
※合計

○

25 25

1

当社（個人である場合は私、団体である場合は
当団体。以下同じ。）は、入札参加資格審査に
申請するに当たり、下記の事項について誓約し
ます。

1

当社（個人である場合は私、団体である場合
は当団体。以下同じ。）は、入札参加資格審
査に申請するに当たり、下記の事項について
誓約します。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反した
ことにより、当方が不利益を被ることとなっても、
異議は一切申し立てません。

2
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反し
たことにより、当方が不利益を被ることとなっ
ても、異議は一切申し立てません。

また、申請先地方公共団体において必要と判断
した場合に、役員等名簿により提出する当方の
個人情報を警察に提供することについて同意し
ます。

3

また、申請先地方公共団体において必要と判
断した場合に、役員等名簿により提出する当
方の個人情報を警察に提供することについて
同意します。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する
法律（平成３年法律第77号）及び入札参加資格
審査の申請先地方公共団体の暴力団排除条
例に規定する暴力団員等又は暴力団若しくは
暴力団の構成員と密接な関係を有する者のい
ずれにも該当しません。

4

暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成３年法律第77号）及び入札参加
資格審査の申請先地方公共団体の暴力団排
除条例に規定する暴力団員等又は暴力団若
しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する
者のいずれにも該当しません。

当社は、入札参加資格の不認定その他の排除
措置を受けた場合、申請先地方公共団体が住
所又は所在地、氏名又は名称並びに排除措置
理由及び内容を申請先地方公共団体の公式
ホームページへの掲載その他の方法により公
表することに同意します。

5

当社は、入札参加資格の不認定その他の排
除措置を受けた場合、申請先地方公共団体
が住所又は所在地、氏名又は名称並びに排
除措置理由及び内容を申請先地方公共団体
の公式ホームページへの掲載その他の方法
により公表することに同意します。

○

誓約事項
※システム冒頭でチェック。

現在及び今後資格有効期間終了時まで次のいずれにも
該当しないこと。

この誓約が虚偽であったことが判明した場合又はこの誓
約に反した場合は当方が不利益を被ることとなっても、
異議は一切申し立てないこと。

入札参加資格申請先団体から求めがあれば、当方の役
員等名簿（生年月日を含む）を提出し、これらの書類から
確認できる個人情報を貴職が長野県警察本部に提供す
ることに同意すること。

長野県及び共同受付参加団体が規定する暴力団排除
にかかる条例で定める暴力団員又は暴力団関係者。

競争入札への参加及び契約に係る業務の遂行に当た
り、暴力団員又は暴力団関係者から不当な要求を受け
たときは、遅滞なく発注者に報告するとともに、所轄の警
察署に届け出ること。

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４
第１項又は財務規則（昭和42年長野県規則第２号）第
120条第１項の規定により入札に参加することができな
いとされた者。

私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成３年法律第77号）及び各市町が定める
暴力団排除条例等に規定する暴力団員等又は暴力
団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有する者
のいずれにも該当しません。

誓約書
※書類として提出。

上記事項に違反した場合は、指名停止等（不正行為に
対する違約金・損害金・誓約保証金を含む。）の措置をさ
れても一切異議がないこと。

粕屋町暴力団排除条例に掲げる暴力団及び暴力団員
でないこと。また、前述の組織に関与していないこと。

税を滞納していない者

地方自治法施行令第167条の４第１項及び第167条の11
第１項の規定に該当しない者

入札参加者の資格
※該当する項目をチェック。
※項目すべてにチェックがない場合、申請不可。

私は、競争入札参加資格申請を行う各市町（以下
「各市町」という。）から競争入札参加資格の認定を
受けるにあたり、暴力団を利することのないよう暴力
団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員
と密接な関係を有する者を排除していることについ
て、次の事項について誓約します。

私は、岩手県警察本部からの通知又は各市町から
の照会に対する岩手県警察本部からの回答により
本誓約書１に該当することが確認された場合、競争
入札参加資格の不認定その他の排除措置に従いま
す。

私は、本誓約書１の該当の有無を確認するため、各
市町が本誓約書、競争入札参加資格審査申請書、
その他の書類の全部又は一部（書類の記載内容の
抜粋を含む。）を岩手県警察本部に提供することに
同意します。

私は、競争入札参加資格の不認定その他の排除措
置を受けた場合、各団体が住所又は所在地、氏名
又は名称並びに排除措置理由及び内容を各市町の
公式ホームページへの掲載その他の方法により公
表することに同意します。

私は、本誓約書１の該当の有無を確認するため、各
市町から追加資料の提出を求められたときは、別に
指定する期日までに提出します。

滋賀県市町が規定する申請マニュアルに記載の要
件等を具備していること。

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2
条第6号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」とい
う。）又は法人であってその役員が暴力団員でない者。

営業に関し許可、認可、届出、登録等を必要とする場合
は、これらを受けている者

誓約書兼同意書
※地方税等の納付状況の調査への同意と併せて、書類
として提出。

滋賀県市町が規定する契約に関する規則や契約約
款等を守り、信義に従い誠実に実行すること。

滋賀県市町から入札参加資格審査申請にかかる追
加の確認資料の提出を求められた場合に応じるこ
と。

滋賀県税およびこれに付随する延滞金等に滞納が
ないこと。

滋賀県内の市町の税、料金およびこれらに付随す
る延滞金等に滞納がないこと。

４．営業年数

５．常勤職員等の人数

暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないことの誓約

誓約（チェック）

滋賀県市町が発注する建設工事、コンサルタント等
業務、土木施設維持管理業務等の入札参加資格審
査申請に関し、以下に掲げる項目について、事実と
相違ないことを誓約します。

事実と相違した場合にあっては、入札参加希望団体
の入札参加有資格者名簿から抹消等の措置がなさ
れること。

本誓約書兼同意書および役職員名簿を滋賀県警察
本部に提供すること。

次のいずれかに該当する者ではないこと。
(ｱ) 役員等（競争入札に参加しようとする者が個

人である場合にはその者を、法人である場合にはそ
の役員をいい、当該競争入札に参加しようとする者
から県市町との取引上の一切の権限を委任された
代理人を含む。以下「役員等」という。）が暴力団員
による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年
法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以
下「暴力団員」という。）であると認められる者

(ｲ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止
等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をい
う。以下「暴力団」という。）または暴力団員が経営に
実質的に関与していると認められる者
(ｳ) 役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の
利益を図る目的または第三者に損害を加える目的
をもつて、暴力団または暴力団員を利用するなどし
たと認められる者

(ｴ) 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資
金等を供給し、または便宜を供与するなど直接的ま
たは積極的に暴力団の維持または運営に協力し、
または関与していると認められる者

(ｵ) 役員等が、暴力団または暴力団員と社会的
に非難されるべき関係を有していると認められる者

(ｶ) 上記(ｱ)から(ｵ)までのいずれかに該当する者
であることを知りながら当該相手方と契約を締結す
ることやこれを不当に利用することなどしている者

令和６・７年度の粕屋町における建設工事の請負契約、
測量・設計等の業務委託及び物品の購入等並びにその
他の契約に係る入札（見積を含む。）に参加するに当た
り、次の事項を誓約いたします。

暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員
と密接な関係を有する者に該当しない旨の誓約
※書類として提出。

２．自己資本額

官公需適格組合（明細）

１．製造・販売実績等

６．設備の額（直前決算時）

暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないことの
誓約

誓約（チェック）

入札に際しては、他の入札参加者と談合若しくは何等の
協議を一切しないこと。

○ ②ⅰ

３．経営状況（直前決算時）

入札参加資格申請先団体から求めがあれば、資格付与
後であっても申請内容を証する書類を提出すること。

入札（見積を含む。）ごとにおいて配布を受ける指名（又
は見積り）通知書等に添付されている事項及び「入札心
得書」等の内容を遵守すること。

○

6



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

26 26

1

役職 ○ 役職名 1 役職 ○ ②ⅰ ○

氏名（フリガナ） ○ 氏名（フリガナ） 2 氏名（フリガナ） ○ ②ⅰ ○

氏名 ○ 氏名 3 氏名 ○ ②ⅰ ○

性別 ○ 4 性別 ○ ②ⅰ ○

生年月日 ○ 生年月日 5 生年月日 ○ ②ⅰ ○

退任（チェック・年月日記入） ○ 6 退任（チェック・年月日記入） ○ ②ⅲ ○

2

役職 ○ 役職名 1 役職 ○ ②ⅰ ○

氏名（フリガナ） ○ 氏名（フリガナ） 2 氏名（フリガナ） ○ ②ⅰ ○

氏名 ○ 氏名 3 氏名 ○ ②ⅰ ○

性別 ○ 4 性別 ○ ②ⅰ ○

生年月日 ○ 生年月日 5 生年月日 ○ ②ⅰ ○

27 27

○ 1 ○ ②ⅰ ○

28

1 ○ ②ⅱ ○

28 29

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

○ 4 ○ ②ⅰ ○

5

1 ISO14001認定取得（有無） ○ ②ⅱ ○

2 登録番号 ○ ②ⅱ ○

○

29 30

○ 新規 1 ○ ②ⅰ ○

継続

未認証

登録番号

新規

継続

未認証

登録番号

30

○

31

○

○

32

○

○

33

○

○

34

○

○

35

○

○

36

納税を確認するため登録希望団体が関係機関に対し照会す
ることに同意する者

名古屋市障害者雇用促進企業認定者

※名古屋市障害者雇用促進企業（障害者雇用率が
4.0％以上の事業者）に認定されている場合は、「はい」を
選択

ISO14001・取得年月日

ISO14001・認証機関及び登録番号

新規

ISO関係認証取得状況

継続

未認証

名古屋市子育て支援企業認定者

※子育て支援企業に認定されている場合は、「はい」を
選択

ISO9000シリーズの取得（新規・継続・未認証）

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション21、エコ
ステージ、KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）の取
得　※再掲

法人事業税（「地方法人特別税」を含む）

法人税（所得税）

消費税及び地方消費税

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション21、エコ
ステージ、KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）の取
得　※再掲

ISO14001の取得状況

ISO14000シリーズ認定取得（継続）（有無）

エコアクション21認証取得状況

ISO9000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO9000シリーズ認定取得（継続）（有無）

ISO14000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO取得情報　※取得している場合はチェック。

役員名簿　※必要書類として提出

氏名（フリガナ）

氏名

性別

生年月日

役員等名簿

役員（個人の場合は代表者）

※法人の場合は登記簿謄本の「役員に関する事項」に
記載されている役員（事業協同組合の場合は理事）を記
入。監査役については除く。
※個人の場合については、この名簿にその個人事業主
を記入。

郵便番号

本市エコ事業者・市内ISO14001認定者

ISO9000・登録有無

※本市エコ事業所に認定されている場合又は市内の事
業所が「ISO14001」の認証を取得されている場合は、「は
い」を選択

全ての滋賀県税（地方消費税を除く。）およびこれに
付随する延滞金等の納付または納入の状況に関し
て、完納情報の確認を行うこと。
全ての滋賀県内の市町の税、料金およびこれらに
付随する延滞金等の納付または納入の状況に関し
て、完納情報の確認を行うこと。

誓約書兼同意書
※暴力団関係の誓約と併せて書類として提出。

役職員名簿
※書類として提出

※個人の場合、その者（個人事業主）について記
入。役職欄は個人事業主と記入。

役員

取引上の一切の権限を委任された代理人

消費税法の規定による課税事業者、免税事業者の別

消費税法の規定による課税事業者、免税事業者の
別　※該当する区分を選択

契約を締結する能力を有しないもの又は破産者に
該当（有無）

ISO9000

役職名

※契約の締結に関して営業所等に権限が委任されてい
る場合には、その委任を受けている営業所等の受任者
も上記の事項を記入。

ISO14001

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分
（有無）

契約を締結する能力を有しないもの又は破産者に該当
の有無

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分の有
無

氏名（フリガナ）

氏名

性別

生年月日

ISO14001・取得有無

地方税等の納付状況の調査への同意（地方税、水道料
金、下水道使用料）

調査への同意（チェック）

※申請先地方公共団体の税、水道料金及び下水道
使用料並びにこれらに付随する延滞金等（以下「税
等」という。）のいずれか又は全てに滞納がないこと
の確認のため、申請先地方公共団体の税務担当職
員等が物品の購入、役務の提供等の契約に係る入
札参加資格審査に関わる職員に対して、申請先地
方公共団体の税等の完納又は未納情報の提供を
行うことに同意します。

ISO関係認証取得状況

ISO9000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO9000シリーズ認定取得（継続）（有無）

保険加入・制度導入等

建設業法第28条の規定による営業停止処分（有無）

ISO関係認証取得状況

障害者法定雇用率の達成状況（達成していれば
チェック）

実雇用率

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計
画の届出状況

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

入札・契約等に関する権限の委任を受けている者

※法人の場合、登記事項証明書に記載されている
役員について記入（事業協同組合の場合は理事）
（ただし、監査役は除く）。
※個人の場合、その者（個人事業主）及び同居する
親族について記入。役職欄は省略可能。

ISO14000シリーズ認定取得（継続）（有無）

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証
取得（有無）

エコアクション21認証取得状況

エコアクション21認証（有無）

障害者雇用状況

ISO14000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO取得状況

継続

新規

※個人の場合、その者（個人事業主）について記
入。

住所

ISO9000シリーズの取得（有無）

納税状況

ISO9000・取得年月日

ISO9000・認証機関及び登録番号

ISO9001・取得有無

未認証

ISO14001・登録有無

ISO14000シリーズの取得（有無） ISO14000シリーズの取得（有無）

障害者雇用状況の報告の有無
※障がい者雇用状況の報告義務の有無を選択。

地方税等の納付状況の調査への同意（地方税、水道料金、下水
道使用料）

調査への同意（チェック）

※申請先地方公共団体の税、水道料金及び下水道使
用料並びにこれらに付随する延滞金等（以下「税等」と
いう。）のいずれか又は全てに滞納がないことの確認の
ため、申請先地方公共団体の税務担当職員等が入札
参加資格審査に関わる職員に対して、申請先地方公共
団体の税等の完納又は未納情報の提供を行うことに同
意します。

ISO関係認証取得状況

エコアクション21認証（有無）

※法人の場合、登記事項証明書に記載されている役員
について記入（事業協同組合の場合は理事）（ただし、
監査役は除く）。
※個人の場合、その者（個人事業主）及び同居する親
族について記入。役職欄は省略可能。

認定市町村（申請先地方公共団体）

災害時応援協定の締結状況

地方公共団体との災害時応援協定の締結状況（有
無）

締結している地方公共団体（申請先地方公共団体）

プライバシーマーク取得状況

役員等名簿

役員（個人の場合は代表者）

技術者資格　※人数を記入　※資格名は省略

基準適合一般事業主の認定（くるみん認定）の取得
（有無）

暴力団排除に係る役員名簿

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション21、
エコステージ、KES・環境マネジメントシステム・スタン
ダード）の取得

ISO9000シリーズの取得（有無）

誓約事項
※システム冒頭でチェック。

長野県税に未納がないことについて、共同受付窓口から
長野県総務部税務課に依頼があった際に、長野県総務
部税務課が納税証明書に準じた情報を共同受付窓口に
提供することに同意すること。
申請先団体への市町村民税の納付状況について、申請
先団体から申請先団体税務担当部局に依頼があった際
に、申請先団体税務担当部局が納税証明書に準じた情
報を申請先団体に提供することに同意すること。

申請先団体への公共料金の滞納状況について、申請先
団体から申請先団体担当部局に依頼があった際に、申
請先団体担当部局が申請先団体に情報提供することに
同意すること。

登録番号

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分（有
無）

入札・契約等に関する権限の委任を受けている者

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の届出状
況

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定）の取得
（有無）

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況（有
無）

プライバシーマーク取得（有無）

障害者法定雇用率の達成状況

関係法令の規定による営業若しくは業務停止処分の有無
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

31

氏名 1 ○ ②ⅱ ○

所属営業所 2 ○ ②ⅱ ○

3 ○ ②ⅱ ○

名称/法令による免許等 名称/法令による免許等

取得年月日/法令による免許等 取得年月日/法令による免許等

実務経歴 実務経歴

実務経験年月数 実務経験年月数

4

測量士 測量士の有無 測量士 1 測量士 ○ ②ⅱ ○

測量士補
測量士補の有無（主たる営業所が滋賀県内の
申請者のみ選択可）

測量士補 2 測量士補 ○ ②ⅱ ○

建築コンサルタント

建築コンサルタント

3 構造設計一級建築士 ○ ②ⅱ ○

4 設備設計一級建築士 ○ ②ⅱ ○

一級建築士 １級建築士の有無 一級建築士 5 一級建築士 ○ ②ⅱ ○

二級建築士 2級建築士の有無 二級建築士 6 二級建築士 ○ ②ⅱ ○

木造建築士 ○ ②ⅱ ○

建築コンサルタント（建築設備）

建築設備士 建築設備士 7 建築設備士 ○ ②ⅱ ○

建築積算資格者 8 建築積算資格者 ○ ②ⅱ ○

1級土木施工管理技士の有無 9 一級土木施工管理技士 ○ ②ⅱ ○

10 二級土木施工管理技士 ○ ②ⅱ ○

技術士 技術士 延べ技術士（人） 技術士（部門）　※部門を記載

総合技術監理部門(選択科目を下記部門の選
択科目(記載のない部門は全ての選択科目)と
するもの）

総合技術監理部門（地質を除く対象科目）
※以下の「建設部門」「農業部門」「森林
部門」「水産部門」「電気電子部門」「機
械部門」「情報工学部門」欄に記載の選
択科目

11 総合技術監理（地質を除く対象科目） ○ ②ⅱ ○

地質調査
※建設部門のうち、「土質及び基礎」
　応用理学部門のうち、「地質」

総合技術監理部門（地質調査）
※建設部門のうち、「土質及び基礎」
　応用理学部門のうち、「地質」

12 総合技術管理（地質調査） ○ ②ⅱ ○

機械部門 機械 13 機械 ○ ②ⅱ ○

機械部門「機械設計」 機械（機械設計） 14 機械「機械設計」 ○ ②ⅱ ○

機械部門「流体機器」 機械（流体機器） 15 機械「流体機器」 ○ ②ⅱ ○

機械部門「機構ダイナミクス・制御」 機械（機構ダイナミクス・制御） 16 機械「機構ダイナミクス・制御」 ○ ②ⅱ ○

機械（加工・生産システム・産業機械）

電気・電子部門 電気・電子部門 電気電子 17 電気・電子 ○ ②ⅱ ○

電気電子（電力・エネルギーシステム）

電気電子（電気応用）

電気電子（電子応用）

電気電子（情報通信）

電気電子（電気設備）

建設部門（選択科目を「土質及び基礎」とするも
のを除く）

建設部門「土質及び基礎」以外の選択科目 18 建設 ○ ②ⅱ ○

地質調査
※建設部門のうち、「土質及び基礎」
　 応用理学部門のうち、「地質」

土質及び基礎 建設（土質及び基礎） 19 建設「土質及び基礎」 ○ ②ⅱ ○

鋼構造及びコンクリート 建設（鋼構造及びコンクリート） 20 建設「鋼構造及びコンクリート」 ○ ②ⅱ ○

都市計画及び地方計画 建設（都市及び地方計画） 21 建設「都市及び地方計画」 ○ ②ⅱ ○

河川、砂防及び海岸・海洋 建設（河川、砂防及び海岸・海洋） 22 建設「河川、砂防及び海岸・海洋」 ○ ②ⅱ ○

港湾及び空港 建設（港湾及び空港） 23 建設「港湾及び空港」 ○ ②ⅱ ○

電力土木 建設（電力土木） 24 建設「電力土木」 ○ ②ⅱ ○

道路 建設（道路） 25 建設「道路」 ○ ②ⅱ ○

鉄道 建設（鉄道） 26 建設「鉄道」 ○ ②ⅱ ○

トンネル 建設（トンネル） 27 建設「トンネル」 ○ ②ⅱ ○

施工計画、施工設備及び積算 建設（施工計画、施工設備及び積算） 28 建設「施工計画、施工設備及び積算」 ○ ②ⅱ ○

建設環境 建設（建設環境） 29 建設「建設環境」 ○ ②ⅱ ○

造園

上下水道部門 上下水道部門 30 上下水道 ○ ②ⅱ ○

上下水道及び工業用水道 上下水道（上下水道及び工業用水道） 31 上下水道「上下水道及び工業用水道」 ○ ②ⅱ ○

下水道 上下水道（下水道） 32 上下水道「下水道」 ○ ②ⅱ ○

衛生工学部門 33 衛生工学 ○ ②ⅱ ○

衛生工学（水質管理）

廃棄物 衛生工学（廃棄物・資源循環） 34 衛生工学「廃棄物・資源循環」 ○ ②ⅱ ○

衛生工学（建築物環境衛生管理）

農業土木 35 農業 ○ ②ⅱ ○

農業部門「農業農村工学」 農業部門「農業農村工学」 農業（農業農村工学） 36 農業「農業農村工学」 ○ ②ⅱ ○

森林部門「森林土木」 森林部門「森林土木」 森林土木 森林（森林土木） 37 森林「森林土木」 ○ ②ⅱ ○

水産部門「水産土木」 水産土木 水産（水産土木） 38 水産「水産土木」 ○ ②ⅱ ○

情報工学部門（全選択科目） 39 情報工学 ○ ②ⅱ ○

情報工学（コンピュータ工学）

情報工学（ソフトウェア工学）

情報工学（情報システム）

情報工学（情報基盤）

地質調査　※再掲
※建設部門のうち、「土質及び基礎」
　 応用理学部門のうち、「地質」

地質 応用理学（地質） 40 応用理学「地質」 ○ ②ⅱ ○

環境（環境保全計画）

環境（環境測定）

環境（自然環境保全）

環境（環境影響評価）

技術士補の有無（主たる営業所が滋賀県内の
申請者のみ選択可）

その他の部門

地質調査

農業部門 農業部門

農業土木

林業部門

森林部門

水産部門

水道部門 上下水道部門

上水・工業用水

下水道

衛生工学部門

都市・地方計画

道路

建築積算資格者 建築積算資格者 建築積算資格者 

一級土木施工管理技士 一級土木施工管理技士 一級土木施工管理技士 一級土木施工管理技士 

二級土木施工管理技士 二級土木施工管理技士 二級土木施工管理技士 二級土木施工管理技士

建設コンサルタント

二級建築士 二級建築士 二級建築士 二級建築士 二級建築士

建築設備士 建築設備士 建築設備士 建築設備士

構造設計一級建築士 構造設計一級建築士 構造設計一級建築士

設備設計一級建築士 設備設計一級建築士 設備設計一級建築士

一級建築士 一級建築士 一級建築士 一級建築士 一級建築士

有資格者数　※人数を記入。 有資格者数　※人数を記入。
技術者資格
※下記の資格から技術者ごとに取得している資格を選
択。

建築コンサルタント 建設コンサルタント 2．技術者数/建築関係

※登録を希望する業種ごとに以下を記載。 ※登録を希望する業種ごとに以下を記載。

滋賀県　配置業種
※滋賀県の入札参加資格審査申請で配置する業種
を選択。
※配置できる業種は技術職員一人につき1業種。

測量 測量

測量士 測量士 測量士 測量士 

測量士補 測量士補 測量士補

技術者経歴
※書類として提出。

技術者経歴
※書類として提出。

有資格技術職員
※1人の人が複数の資格を取得している場合は、各資格の
人数に計上して差し支えない。

技術者情報
※個々の技術者の情報を記入
※希望しない業種については、記入不要。

免許取得技術者数

有資格者数
※技術士の総合技術管理部門の資格を有する者につい
ては、その選択科目と一致する技術部門の資格を有す
るものとして記入。
※部門別の資格を複数有する者については、有している
全ての部門に1人として記入。
※技術士及びRCCM資格の同一部門の資格を有する者
については、技術士資格にのみ1人として記入。
※補償業務管理士について、部門ごとの合計人数を記
入。

有資格者数

氏名 氏名

※営業所ごとにまとめて記載 ※営業所ごとにまとめて記載

3．技術者数/技術士資格（小分類）数/３９部門 技術士技術士

建設部門

技術者情報
※個々の技術者の情報を記入

氏名

所属営業所

登録を希望する業種

機械部門

電気・電子部門

有資格者数
※希望業種において必要となる有資格者の人数を記入。
※複数の資格を有している者の場合はそれぞれの資格に加
算し記入。

技術士数 技術士

総合技術監理部門（地質を除く対象科目）

機械部門

電気・電子部門

河川・砂防

衛生工学部門

総合技術管理部門（地質調査）

建設部門

測量 1．技術者数/測量関係
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

RCCM（部門）　※部門を記載 RCCM

河川、砂防及び海岸・海洋 河川、砂防及び海岸・海洋 41 河川、砂防及び海岸・海洋 ○ ②ⅱ ○

港湾及び空港 港湾及び空港 42 港湾及び空港 ○ ②ⅱ ○

電力土木 電力土木 43 電力土木 ○ ②ⅱ ○

道路 道路 44 道路 ○ ②ⅱ ○

鉄道 鉄道 45 鉄道 ○ ②ⅱ ○

上下水道及び工業用水道 上下水道及び工業用水道 46 上下水道及び工業用水道 ○ ②ⅱ ○

下水道 下水道 47 下水道 ○ ②ⅱ ○

農業土木 農業土木 48 農業土木 ○ ②ⅱ ○

森林土木 森林土木 49 森林土木 ○ ②ⅱ ○

造園 造園 50 造園 ○ ②ⅱ ○

都市計画及び地方計画 都市計画及び地方計画 51 都市計画及び地方計画 ○ ②ⅱ ○

地質 地質 52 地質 ○ ②ⅱ ○

土質及び基礎 土質及び基礎 53 土質及び基礎 ○ ②ⅱ ○

鋼構造及びコンクリート 鋼構造及びコンクリート 54 鋼構造及びコンクリート ○ ②ⅱ ○

トンネル トンネル 55 トンネル ○ ②ⅱ ○

施工計画、施工設備及び積算 施工計画、施工設備及び積算 56 施工計画、施工設備及び積算 ○ ②ⅱ ○

建設環境 建設環境 57 建設環境 ○ ②ⅱ ○

機械 機械 58 機械 ○ ②ⅱ ○

水産土木 水産土木 59 水産土木 ○ ②ⅱ ○

電気電子 電気電子 60 電気電子 ○ ②ⅱ ○

廃棄物 廃棄物 61 廃棄物 ○ ②ⅱ ○

建設情報

河川、砂防及び海岸・海洋

港湾及び空港

電力土木

道路

鉄道

上下水道及び工業用水道

下水道

農業土木

森林土木

造園

都市計画及び地方計画

地質

土質及び基礎

鋼構造及びコンクリート

トンネル

施工計画、施工設備及び積算

建設環境

機械

水産土木

電気電子

廃棄物

河川、砂防及び海岸・海洋

港湾及び空港

電力土木

道路

鉄道

上下水道及び工業用水道

下水道

農業土木

森林土木

造園

都市計画及び地方計画

地質

土質及び基礎

鋼構造及びコンクリート

トンネル

施工計画、施工設備及び積算

建設環境

機械

水産土木

電気電子

廃棄物

下水道１種の有無（主たる 営業所が滋賀県内
の申請者のみ選択可）

上記業務内容ごとの延べ認定技術管理者（人）

都市・地方計画

上水・工業用水

下水道

農業土木

河川、砂防

道路

ＲＣＣＭ ＲＣＣＭ　 延べRCCM（人） 4．技術者数/RCCMの数/22部門 RCCM ＲＣＣＭ

一級建築士免許取得者で5年以上の実務経験者
（人）

9



事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

技術士（「地質」もしくは「土質及び基礎部門」）
の有無

その他

APECエンジニア 62 ＡＰＥＣエンジニア ○ ②ⅱ ○

63 一級管工事施工管理技士 ○ ②ⅱ ○

64 二級管工事施工管理技士 ○ ②ⅱ ○

環境計量士（濃度） 65 環境計量士 ○ ②ⅱ ○

環境計量士（濃度）

環境計量士（騒音・振動）

第1種電気主任技術者 66 第一種電気主任技術者 ○ ②ⅱ ○

第1種伝送交換主任技術者 67 伝送交換主任技術者 ○ ②ⅱ ○

線路主任技術者 68 線路主任技術者 ○ ②ⅱ ○

土地区画整理士 69 土地区画整理士 ○ ②ⅱ ○

1級造園施工管理技士 70 一級造園施工管理技士 ○ ②ⅱ ○

畑地かんがい技士

地質調査技士の有無 地質調査技士 71 地質調査技士 ○ ②ⅱ ○

農業土木技術管理士 72 農業土木技術管理士 ○ ②ⅱ ○

林業技士 73 林業技士 ○ ②ⅱ ○

74 公共用地経験者 ○ ②ⅱ ○

補償業務管理士の有無 補償業務管理士 75 補償業務管理士 ○ ②ⅱ ○

土地調査

土地評価

物件

機械工作物

営業補償・特殊補償

営業損失

補償関連

総合補償

補償コンサルタント登録規程により認定された
専任管理者の有無

上記業務内容ごとの管理士以外で補償コンサ
ルタント登録規定による登録の要件として認め
られた補償業務に関し7年以上の実務経験者若
しくは補償業務管理者（延べ）

不動産鑑定士 76 不動産鑑定士 ○ ②ⅱ ○

土地家屋調査士 77 土地家屋調査士 ○ ②ⅱ ○

司法書士 78 司法書士 ○ ②ⅱ ○

土地改良補償業務管理者

建設業法による技術検定のうち検定種目を建
設機械施工、建築施工管理、管工事施工管
理、電気工事施工管理又は造園施工管理とす
るものに合格した者

電気事業法による第１種電気主任技術者、第２
種電気主任技術者又は第３種電気主任技術
者の免状の交付を受けている者

消防法による甲種消防設備士又は乙種消防設
備士の免状の交付を受けている者

消防設備士 79 消防設備士 ○ ②ⅱ ○

公共事業に必要な土地等の取得若しくは使用、
これに伴う損失の補償又はこれらに関連する業
務に関し７年以上の実務の経験を有する者

上記の他、測量等業務に関連する免許等を受
けている者

37

○

○

○

宅地建物取引主任者

その他

不動産鑑定士補 不動産鑑定士補

土地家屋調査士 土地家屋調査士 土地家屋調査士 土地家屋調査士

司法書士

補償コンサルタント 補償コンサルタント 5．技術者数/補償関係/5部門

補償業務管理士 ※業務内容ごとの延べ補償業務管理士（人） 補償業務管理士

不動産鑑定士 不動産鑑定士 不動産鑑定士 不動産鑑定士

公共用地経験者 公共用地経験者

司法書士 司法書士

農業土木技術管理士の有無（主たる営業所が滋賀
県内の申請者のみ選択可）/建設コンサルタント　※
再掲

林業技士の有無（主たる営業所が滋賀県内の申請
者のみ選択可）/建設コンサルタント　※再掲

地質調査技士 地質調査技士 地質調査技士 地質調査技士

地質調査登録規定による登録の要件として認めら
れた15年以上の実務経験者（人）

地籍調査管理技術者・地籍主任調査員

基準点測量専門技術1級認定者

基準点測量専門技術2級認定者

二級造園施工管理技士

一級建設機械施工技士

二級建設機械施工技士

線路主任技術者 線路主任技術者

土地区画整理士 区画整理士

一級造園施工管理技士

第一種電気主任技術者 第一種電気主任技術者

第二種電気主任技術者

伝送交換主任技術者 伝送交換主任技術者

二級管工事施工管理技士

環境計量士 環境計量士 環境計量士

RCCM

ＡＰＥＣエンジニア ＡＰＥＣエンジニア

一級管工事施工管理技士

地質調査 地質調査

技術士

区分（総代理店/特約店/代理店等）

取扱品目

代理店・特約店登録

商号又は名称
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

38 32

○ 1 ○ ②ⅰ ○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

○ 4 ○ ②ⅰ ○

○ 5 ○ ②ⅰ ○

6 ○ ②ⅱ ○

○ 7 ○ ②ⅰ ○

○ 8 ○ ②ⅰ ○

○ 9 ○ ②ⅰ ○

39 33

1

健康保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ 1
健康保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ ②ⅰ ○

厚生年金保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ 2
厚生年金保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ ②ⅰ ○

雇用保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ 3
雇用保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○ ②ⅰ ○

労働者災害補償保険
□ 加入
□ 適用除外（加入義務無し）

○

2 ○ ②ⅰ ○

健康保険
☐ 個人事業主で、労働者５人未満のため
☐ 個人事業主で、加入義務がない業種のため
（業種： 　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○
健康保険及び厚生年金保険について、適用事
業所となっていないので、加入義務がありませ
ん。

1

健康保険
☐ 個人事業主で、労働者５人未満のため
☐ 個人事業主で、加入義務がない業種のた
め（業種： 　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してくださ
い。）

○ ②ⅰ ○

厚生年金保険
☐ 個人事業主で、労働者５人未満のため
☐ 個人事業主で、加入義務がない業種のため
（業種： 　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○
健康保険及び厚生年金保険について、適用事
業所となっていないので、加入義務がありませ
ん。　※再掲

2

厚生年金保険
☐ 個人事業主で、労働者５人未満のため
☐ 個人事業主で、加入義務がない業種のた
め（業種： 　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してくださ
い。）

○ ②ⅰ ○

雇用保険
☐ 被保険者となる従業員がいないため（代表
及び役員のみ、同居する親族のみでの経営等）
☐ 個人事業主で、労働者５人未満であり、加
入義務がない業種のため（業種：　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○
雇用保険について、労働者を雇用していないの
で、加入義務がありません。

3

雇用保険
☐ 被保険者となる従業員がいないため（代
表及び役員のみ、同居する親族のみでの経
営等）
☐ 個人事業主で、労働者５人未満であり、
加入義務がない業種のため（業種：　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してくださ
い。）

○ ②ⅰ ○

労働者災害補償保険
☐ 被保険者となる従業員がいないため（代表
及び役員のみ、同居する親族のみでの経営等）
☐ 個人事業主で、労働者５人未満であり、加
入義務がない業種のため（業種：　　　）
☐ その他（具体的な理由を記載してください。）

○

最高完成工事(業務)経歴（消費税込み）

都区市町村

件名

民間

他官公庁

発注者

件名

申請業種

雇用保険について
□ 従業員がいないため加入義務がありません。
□ その他（理由【労働局等の関係機関に確認した
場合は、確認日（年月日）・関係機関名を記入してく
ださい】）

測量等実績調書
※書類として提出

業務の種類

注文者

元請又は下請けの別

件名

業務履行場所のある県名

請負代金の額（千円）

測量等対象の規模等

着工年月

完成（予定）年月

社会保険・労働保険加入状況

社会保険・労働保険の加入状況

社会保険・労働保険に適用除外となっている理由（全て
加入している場合は記入不要）

※加入義務の有無が不明なときは、必ず関係機関に確認の
上、記入。
※報告内容について、申請先地方公共団体が関係機関へ
確認する場合がある。

※直前２か年間に完成（見込み）した主な契約の実績を
希望する営業品目ごとに記入。
※契約の相手方が官公庁でない契約についても記入
可能。

健康保険・厚生年金保険への加入義務の有無

受託額

施行場所都道府県

施行場所都道府県

申請業種

発注者

申請業種

健康保険・厚生年金保険への加入義務の有無

件名

着工年月日

完成年月日

完成年月日

発注者

元請・下請の別

件名

契約内容

契約金額

着工年月

※資格審査基準日の直前１年間の事業年度を終了する
日（決算日）の直前２年間の各事業年度別の業務経歴
実績を50件まで入力。

業務の種類

発注者

元請又は下請けの別

健康保険
☐ 常時使用する従業員が5人未満の個人の事業
☐ その他（理由をしたの枠内に記入してください。
（年金事務所等に確認した場合は、確認年月日・関
係機関も記入してください。））

健康保険
☐ 出向者のみで構成され、出向元で加入している
ため

社会保険等の加入状況に関する届出書
※書類として提出

雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入義務
がないことの誓約
※書類として提出

雇用保険への加入義務の有無

着工年月日

※申請業種ごとの一件の最高完成工事経歴を都区市町
村、他官公庁、民間の別で記載。
※発注者が都区市町村又は他官公庁で最高完成工事
経歴が2500万円以上の工事については、各業種別に定
めたCORINSの工種に登録されている必要がある。
※CORINSに登録されている工事は、CORINS番号と請
負金額のみを記入。

保険加入・制度導入等
※経審不要業種のみに申請する場合

完成年月日

受託額

着工年月日

完成年月日

厚生年金保険
☐ 常時使用する従業員が5人未満の個人の事業
☐ その他（理由を下の枠内に記入してください。
（年金事務所等に確認した場合は、確認年月日・関
係機関も記入してください。））

厚生年金保険
☐ 出向者のみで構成され、出向元で加入している
ため

労働保険
☐ 従業員がいないため（個人で自業主のみの場
合、また法人で取締役（使用人兼役員を除く）のみ
の事業所である場合等）
☐ その他（理由を下の枠内に記入してください。
（労働基準監督署、公共職業安定所、労働局等に
確認した場合は以下にも記入してください。））

業務履行場所のある都道府県

業務期間

業務履行場所のある都道府県、市町名

請負代金の額（千円）

業務の規模等

業種

注文者名

元請/下請け

件名

社会保険・労働保険の加入状況

着手年月

完成（予定）年月

営業実績

営業品目

発注者

※直前２年間（事業年度）の主な完成業務および直
前２年間に着手した主な未完成業務について記載。

実績調書
※書類として提出

件名

契約内容

契約金額

完成（予定）年月

※直前２か年間に完成（見込み）した主な契約の実
績を希望する営業品目ごとに記入。
※契約の相手方が官公庁でない契約についても記
入可能。

社会保険・労働保険加入状況

社会保険・労働保険の加入状況

社会保険・労働保険に適用除外となっている理由
（全て加入している場合は記入不要）

元請・下請の別

契約年月

※加入義務の有無が不明なときは、必ず関係機関
に確認の上、記入。
※報告内容について、申請先地方公共団体が関係
機関へ確認する場合がある。

保険加入・制度導入等

退職一時金制度若しくは企業年金制度の導入（有/無）

法定外労働災害補償制度の加入（有/無）

健康保険及び厚生年金保険に加入義務のない理由
労働保険に加入義務のない理由

健康保険及び厚生年金の加入（有/無/適用除外）

雇用保険の加入（有/無/適用除外）

社会保険等（雇用保険、健康保険及び厚生年金保険）
の加入義務がないことの届出書
※書類として提出

契約実績情報

雇用保険について
□ 加入しています。確認できる書類を提出します。
□ 加入しています（または適用除外です。）経営事
項審査の結果通知書で確認できます。

健康保険について
□ 常時使用されるものが5人未満であるため、加
入義務がない個人事業所です。
□ 以下の理由により、加入義務がありません。（い
かに理由等を記載＜関係機関（ハローワーク等）へ
の確認＞）

厚生年金保険について
□ 雇用保険の被保険者となるものがいないため、
加入義務がありません。
□ 以下の理由により、加入義務がありません。（い
かに理由等を記載＜関係機関（ハローワーク等）へ
の確認＞）

雇用保険について
□ 雇用保険の被保険者となるものがいないため、
加入義務がありません。
□ 以下の理由により、加入義務がありません。（い
かに理由等を記載＜関係機関（ハローワーク等）へ
の確認＞）

労働保険
☐ 出向者のみで構成され、出向元で加入している
ため

健康保険加入の有無

厚生年金保険加入の有無

測量等対象の規模

建設業労働災害防止協会の加入状況
※書類として提出

厚生年金保険について
□ 従業員5人未満の個人事業者であるため、加入
義務がありません。
□ その他（理由【年金事務所等の関係機関に確認
した場合は、確認日（年月日）・関係機関名を記入し
てください】）

健康保険及び厚生年金保険に加入義務のない理由
労働保険に加入義務のない理由

雇用保険加入の有無

健康保険について
□ 5人未満の個人事業者であるため、加入義務が
ありません。
□ その他（理由【年金事務所等の関係機関に確認
した場合は、確認日（年月日）・関係機関名を記入し
てください】）

契約実績情報

業務の種類

施行場所都道府県

業務名

請負代金額

施行場所都道府県

受託額

雇用保険への加入義務の有無

発注者

健康保険について
□ 加入しています。確認できる書類を提出します。
□ 加入しています（または適用除外です。）経営事
項審査の結果通知書で確認できます。

厚生年金保険について
□ 加入しています。確認できる書類を提出します。
□ 加入しています（または適用除外です。）経営事
項審査の結果通知書で確認できます。
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

40 34

○ 1 ○ ②ⅰ ○

法人番号 ○ 法人番号 1 法人番号 ○ ②ⅰ ○

商号又は名称 ○ 商号又は名称 商号・名称 2 商号又は名称 ○ ②ⅰ ○

郵便番号 ○

所在地 ○ 本社住所 所在地 3 所在地 ○ ②ⅰ ○

代表者氏名 ○ 4 代表者氏名 ○ ②ⅰ ○

本社電話番号（代表） TEL ○

更生会社・再生手続中の会社
※該当する場合に○

○

○ 2 ○ ②ⅰ ○

法人番号 ○ 法人番号 1 法人番号 ○ ②ⅰ ○

商号又は名称 ○ 商号又は名称 2 商号又は名称 ○ ②ⅰ ○

○

所在地 ○ 3 所在地 ○ ②ⅰ ○

代表者氏名 ○ 4 代表者氏名 ○ ②ⅰ ○

○ 3 ○ ②ⅰ ○

法人番号 ○ 1 法人番号 ○ ②ⅰ ○

商号又は名称 ○ 商号又・名称 2 商号又は名称 ○ ②ⅰ ○

郵便番号 ○

所在地 ○ 所在地 3 所在地 ○ ②ⅰ ○

代表者氏名 ○ 4 代表者氏名 ○ ②ⅰ ○

ＴＥＬ ○

41 役員の兼任に該当する事項 35

○ 1 ○ ②ⅰ ○

当社での役職 ○ 役職名 役職 1 当社での役職 ○ ②ⅰ ○

氏名 ○ 氏名 氏名 2 氏名 ○ ②ⅰ ○

ＴＥＬ

兼任先の法人番号 ○ 兼任先の法人番号 3 兼任先の法人番号 ○ ②ⅰ ○

兼任先の商号又は名称 ○ 兼任先の商号又は名称 商号・名称 4 兼任先の商号又は名称 ○ ②ⅰ ○

兼任先の所在地 ○ 5 兼任先の所在地 ○ ②ⅰ ○

兼任先の役職 ○ 兼任先での役職 兼任先役職 6 兼任先の役職 ○ ②ⅰ ○

42

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

外資状況　※いずれか１を選択して記入 外資状況　※いずれか１を選択して記入 外資割合 外国資本 36

外国籍会社 外国籍会社 1 外国籍会社 ○ ②ⅱ ○

国名 国名 1 国名 ○ ②ⅱ ○

日本国籍会社（外資比率100％） 日本国籍会社（外資比率100％） 2 日本国籍会社（外資比率100％） ○ ②ⅱ ○

国名 国名 1 国名 ○ ②ⅱ ○

日本国籍会社 日本国籍会社 3 日本国籍会社 ○ ②ⅱ ○

国名 国名 1 国名 ○ ②ⅱ ○

外資比率 外資比率 2 外資比率 ○ ②ⅱ ○

発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分
の１ 以上を同一の大企業が所有している中小
企業

発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分
の１ 以上を同一の大企業が所有している中小
企業

発行済株式の総数又は出資金額の総額の3 分
の2 以上を大企業が所有している中小企業

発行済株式の総数又は出資金額の総額の3 分
の2 以上を大企業が所有している中小企業

大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役
員総数の２分の１以上を占めている中小企業

大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役
員総数の２分の１以上を占めている中小企業

該当しない 該当しない

みなし大企業　

下記のいずれかに該当する　※いずれか１を選択 下記のいずれかに該当する　※いずれか１を選択

親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場
合

人的関係に関する事項の有無

資本関係に関する事項の有無

人的関係

親会社等と子会社等の関係にある場合

工場住所

機種・型番・種別

メーカー

性能（色数、速度（ppm）等）

印刷機保有台数（機種ごとの台数、色数ごとの台
数）

版サイズ

製本部門の有無

製版部門の有無

業務提携先会社名・所在地・工場又は作業所所在
地

提携先の設備保持状況

※ 「機種」は印刷関連機器のみを記入。
※保有（リースを含む）している機械設備をもれなく
記入（協力会社等が保有する設備は含まない）。
　なお、リースの場合は、「機種・型番・種別」欄に
「リース」と記入。

印刷設備の状況
＜「希望する営業品目」として大分類「印刷・製本」を選
択した場合＞

人的関係

一方の会社の役員（個人事業主を含む）が他方の
会社の役員又は管財人を現に兼ねている関係にあ
る他の入札参加資格者の有無

３．親会社を同じくする子会社同士の関係にある他
の入札参加資格者の有無

親会社等・所属する組合　※２社まで記入可

該当の有無

印刷部門従業員数（生産部門）

印刷部門従業員数（管理部門）

印刷部門従業員数（延べ人数）

印刷部門従業員数（実人数）

２．子会社の関係にある他の入札参加資格者の有
無

子会社等のうち、建設業許可を有している子会社
※20社まで記入可

資本関係に関する事項

該当の有無

資本関係

１．親会社の関係にある他の入札参加資格者の有
無

みなし大企業

出張校正室の有無

印刷部門従業員数（営業部門）

資本関係

※50％未満 ・50％以上のいずれかを選択。
※50％以上の場合は国籍を記入。

※外国資本の金額を日本円に換算して入力。

人的関係

一方の会社の役員（個人事業主を含む）が他方の会社
の役員又は管財人を現に兼ねている関係にある他の入
札参加資格者の有無

外資状況　※いずれか１を選択して記入

資本関係

親会社の関係にある他の入札参加資格者の有無

子会社の関係にある他の入札参加資格者の有無

親会社を同じくする子会社同士の関係にある他の入札
参加資格者の有無
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事業者
特定情報

適正性審査・
格付け情報

抽出 共通 選択

測量・建設コンサルタント等の共通・選択申請項目のたたき台

申請項目

物品・役務等の共通申請項目 共通 選択
国土交通省

(大臣官房会計課所掌機関)
国土交通省

(地方整備局等)
山梨県市町村総合事務組合

GovTech東京
（都・区市町村DX協働運営委員会）

※建設工事と建設・測量コンサルを同一の資格として受付
※設計・測量・地質調査の業種に申請する場合の申請項目

長野県
※長野県に申請する場合

盛岡市
※盛岡市に申請する場合

滋賀県
※滋賀県内の事業者が滋賀県に申請する場合

粕屋町名古屋市

測量

測量一般（希望）

地図の調整（希望）

航空測量（希望）

建設関係建設コンサルタント業務

建築一般（希望）

意匠（希望）

構造（希望）

暖冷房（希望）

衛生（希望）

電気（希望）

建築積算（希望）

機械積算（希望）

電気積算（希望）

工事監理（建築）（希望）

工事監理（電気）（希望）

工事監理（機械）（希望）

調査（希望）

耐震診断（希望）

地区計画及び地域計画（希望）

土木関係建設コンサルタント

河川、砂防及び海岸・海洋（登録・希望）

港湾及び空港（登録・希望）

電力土木（登録・希望）

道路（登録・希望）

鉄道（登録・希望）

上下水道及び工業用水（登録・希望）

下水道（登録・希望）

農業土木（登録・希望）

森林土木（登録・希望）

水産土木（登録・希望）

廃棄物（登録・希望）

造園（登録・希望）

都市計画及び地方計画（登録・希望）

地質（登録・希望）

土質及び基礎（登録・希望）

鋼構造及びコンクリート（登録・希望）

トンネル（登録・希望）

施行計画・施工設備及び積算（登録・希望）

建設環境（登録・希望）

機械（登録・希望）

電気電子（登録・希望）

交通量調査（希望）

環境調査（希望）

経済調査（希望）

分析・解析（希望）

宅地造成（希望）

電算関係（希望）

計算業務（希望）

資料等整理（希望）

施工管理（希望）

地質調査

地質調査（希望）

補償関係コンサルタント業務

土地調査（登録・希望）

土地評価（登録・希望）

物件（登録・希望）

機械工作物（登録・希望）

営業補償・特殊補償（登録・希望）

事業損失（登録・希望）

補償関連（登録・希望）

総合補償（登録・希望）

不動産鑑定（希望）
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